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平成２０年度学校経営計画に対する最終評価報告

石 川 県 立 七 尾 高 等 学 校

重 点 目 標 具 体 的 取 組 実 現 状 況 の 達 成 度 判 断 基 準 集 計 結 果 分析（成果と課題）及び次年度の扱い（改善策等）

（無回答は表示なし）

１ 学習習慣の育成と教科指導力 ① ＬＨや個人面談等により自 計画を立てて学習に取り組んでいる。 Ａ・Ｂの合計が６４．８％。昨年同期より６．２％上昇。６割を

の強化 主的・計画的な学習の取り Ａ ほぼ日常的に計画を立てて学習している Ａ ２４．３％ 超え、やや改善が見られる。

組みを指導する。 Ｂ 週に半分程度は計画を立てて学習している Ｂ ４０．５％ 本校の根幹をなす取組であるので、次年度もホーム担任・教科担

①自主的計画的な学習態度の Ｃ 計画的に学習しているのは週に１回前後である Ｃ １７．３％ 任による個人面談を継続し、また、保護者の理解・協力を得ながら

育成に努め、平日の家庭学習 Ｄ 計画的に学習するのはまれである Ｄ １７．４％ 粘り強く取り組む。

３時間以上の割合 ％以上90
を目指す。

． 。 ． 。 、② 生徒の学習状況や生活状況 平日の家庭学習時間を平均すると、 Ａ＋Ｂ＝６２ ９％ 昨年同期より１２ ８％上昇 ６割を超え

調査をもとに指導助言し、 Ａ ４時間以上である Ａ ２９．２％ 改善が見られる。本校の授業を十分理解するには、家庭学習時間３

予習・復習を習慣づけるた Ｂ ３時間以上～４時間未満である Ｂ ３３．７％ 時間は必要である。次年度もホーム担任・教科担任を中心に課題等

めに家庭学習時間を確保さ Ｃ １時間以上～３時間未満である Ｃ ３４．８％ の回収の徹底を図り、生徒には、教務課が実施している「生活実態

せる。 Ｄ １時間未満である Ｄ ２．０％ 調査」を利用して生活を見直させる取組を継続する。

学習習慣の育成と教科指導力 ① 生徒の学習到達度や授業理 先生の授業は分かり易く充実している。 Ａ＋Ｂ＝８２．０％。昨年同期より１３．７％上昇。改善が見ら

の強化 解の程度を常に把握し、そ Ａ どの先生の授業も分かり易く充実している Ａ １６．０％ れる。授業の工夫は教員の本分であるので、Ａ評価の割合を増やす

の都度授業の内容や進度を Ｂ 分かり易く充実した授業をする先生が多い Ｂ ６６．０％ ことを目標に次年度も取り組む。

②教師相互の計画的・恒常的 改善し、生徒にとって分か Ｃ 分かり易く充実した授業をする先生は半数程度である Ｃ １５．１％

な授業研究・授業評価・授業 りやすい授業を展開する。 Ｄ 分かり易く充実した授業をする先生は少ない Ｄ ２．１％

公開・互見授業を実施し更な

． 。 、 、る教科指導力の向上を図る。 ② 教科指導力の向上を目指し 授業改善のために、校内の研究授業や授業公開、互見授業、中学校への授業参観 Ａ＋Ｂ＝７９ ６％ Ａ・Ｂの合計は次第に上昇し ここ数年は

研究授業・授業公開・互見 及び教科指導研究会等に ８割前後で推移しているので、通常業務に移して取り組む。

授業・教科指導研究会を年 Ａ 年間５回以上参加している Ａ ４２．９％

間 回以上実施する｡ Ｂ 年間４回参加している Ｂ ３６．７％4
Ｃ 年間３回参加している Ｃ １４．３％

Ｄ 参加したのは年間２回以下であった Ｄ ０．０％

③ 教職員の資質向上のため各 各種校内、外の研修の参加により、 個人のスキルアップにとどまらず、教科全体の指導力が向上する

種研修に参加し、スキルア Ａ 大きくスキルアップできた Ａ ２４．５％ よう、教科内での研鑽にも努めなければならない。Ａ・Ｂの合計は

ップに取り組む。 Ｂ ある程度スキルアップできた Ｂ ７３．５％ 次第に上昇し、ここ数年は、ほぼ１００％で推移しているので、通

Ｃ スキルアップにつながらなかった Ｃ ０．０％ 常業務に移して取り組む。

Ｄ 一度も研修に参加しなかった Ｄ ０．０％

学習習慣の育成と教科指導力 ① 生徒の習熟度に応じた授業 各教科における課題は、他の教科とのバランスを

の強化 や課題の質・量を工夫する Ａ 配慮して出されている Ａ １７．５％

ための学年会会議、教科会 Ｂ おおむね配慮して出されている Ｂ ４３．２％

、 ． 、 ．③生徒の習熟度に応じた授業 議を適宜開く。 Ｃ あまり配慮して出されていない Ｃ ２９．８％ 上段資料では 生徒評価Ａ＋Ｂ＝６０ ７％で 昨年同期より６

や課題の質・量を研究工夫す Ｄ ほとんど配慮して出されていない Ｄ ９．４％ ２％上昇、やや改善が見られる。しかし、教師側の取組の努力（下

） 。ることで全ての生徒に対応し 段資料：教師評価Ａ＋Ｂ＝１００％ ほど生徒には伝わっていない

た有効な指導法を確立する。 生徒に与える課題の量・質を工夫するための学年会会議、 教科会議が 今後も学年間、教科間でより密に連携をとる必要があるので、継続

Ａ 適切に開かれている Ａ ７１．４％ して取り組む。

Ｂ ある程度適切に開かれている Ｂ ２８．６％

Ｃ あまり開かれていない Ｃ ０．０％

Ｄ 全く開かれていない Ｄ ０．０％
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重 点 目 標 具 体 的 取 組 実 現 状 況 の 達 成 度 判 断 基 準 集 計 結 果 分析（成果と課題）及び次年度の扱い（改善策等）

（無回答は表示なし）

習熟度授業は学力向上に向け効果的である。 今年度、個に応じた指導を特に大切な重点目標に掲げて取り組ん

Ａ 習熟度授業に満足しており、学力向上に十分つながっている Ａ ３２．３％ だ。その具体的取組の一つが習熟度授業の充実であり、Ａ・Ｂの合

Ｂ 習熟度授業にある程度満足しており、学力向上におおむねつながっている Ｂ ４９．２％ 計が８１．５％であることは評価できる。次年度も、今年度以上に

Ｃ 習熟度授業にはあまり満足しておらず、それほど学力向上に十分つながっ Ｃ １３．５％ 学年内、教科内の連携を密にすることと、教員各自が更なる習熟度

ているとは思えない 授業の展開の仕方に工夫を凝らすことによって生徒の学力向上につ

Ｄ 習熟度授業は必ずしも学力向上につながっていない Ｄ ３．６％ なげ、Ａ評価の上昇を目指す。

学校関係者評価委員会の評価 Ⅰ．Ｃ評価・Ｄ評価を付けた生徒に対し、どうであったらＡ・Ｂ評価になるのか、どうしてＡ・Ｂ評価にならなかったのかを直接尋ね、改善策の手がかりにするのも一

つの方法ではないか。

Ⅱ．１ ② ①「先生の授業は分かり易く充実しているか」について、評価の高低だけでなく、実際に生徒の力をつけているかまで分析して取り組んでもらいたい。- -

学校関係者評価委員会の評価結果を踏まえた今後の改善方策 Ⅰ．Ｃ評価・Ｄ評価を付けた生徒に対し、自由記述欄にＡ・Ｂ評価にならなかった理由等を記入してもらい改善策の手がかりにする。

．「 」 。 、 、 。 。Ⅱ 生徒による授業評価 等をもとに授業改善の工夫を既に行っている また 教師個人としてだけでなく 教科毎でも取り組んでいる この取組をさらに強化する

２ 規範意識の向上と自主性の高 ① 登校指導、街頭指導、全校 本校の生活指導（服装・遅刻・無断欠席等に関する指導）は Ａ＋Ｂ＝８５．５％。Ａ・Ｂの評価が高い。Ａ評価の上昇を目指

揚 集会時の講話等を通して基 Ａ 適切な指導を行っている。 Ａ ３４．２％ し、取組を継続する。

本的生活習慣の確立や、マ Ｂ 概ね適切な指導を行っている。 Ｂ ５１．３％

①目的意識の高揚と自律した ナーの指導に取り組み、自 Ｃ もう少し徹底して指導する必要がある Ｃ ６．６％

生徒の育成のため、学年会・ 主性、自律性を高める。 Ｄ 全く適切な指導とはいえない Ｄ ０．７％

各分掌は組織的に自主性を高

める指導に取り組む。 ② ＨＲ活動、生徒会活動、部 生徒会活動やＨＲ活動を充実させるための指導方法について Ａ＋Ｂ＝９７．０％。次年度は、生徒会活動の状況を保護者や生

活動を通して自主性、目的 Ａ 十分検討され工夫・改善がなされている Ａ ２６．６％ 徒に知らせる工夫も視野に入れ、Ａ評価の割合を増やすことを目標

意識を高める。 Ｂ ある程度検討され工夫・改善がなされている Ｂ ７０．４％ に取り組む。

Ｃ それほど工夫・改善されていない Ｃ ２．１％

Ｄ ほとんど工夫・改善されていない Ｄ ０．０％

部活動を通して、進んで物事に取り組む姿勢が Ａ＋Ｂ＝７０．１％。文武両道を目指す本校としては、Ａ評価を

Ａ 身についてきた Ａ ３４．７％ 更に増やしたい。次年度は、部活動の状況・結果を保護者や生徒に

Ｂ 十分とはいえないが、身についてきている Ｂ ３５．４％ 知らせる工夫も視野に入れて取り組む。

Ｃ あまり身についていない Ｃ ９．６％

Ｄ 全く身についていない・部に所属していない Ｄ ２０．０％

規範意識の向上と自主性の高 ① 文化・芸術にふれたり、奉 文化・芸術に触れたり、奉仕活動・ボランティア活動に参加する機会は Ａ＋Ｂ＝７０．４％。昨年同期より２４．４％上昇。改善が見ら

揚 仕活動・ボランティア活動 Ａ 十分設けられている Ａ １５．３％ れる。行事に対し、生徒がどうしたら奉仕・ボランティアの意識を

の体験により「在り方・生 Ｂ ある程度設けられている Ｂ ５５．１％ 持って取り組めるか、手だてを考え指導する必要がある。Ａ評価の

②生徒と深く関わり人間とし き方」を考えさせる。 Ｃ 少ない Ｃ ２２．５％ 上昇を目指して、継続して取り組む。

ての「在り方・生き方」を考 Ｄ 全くない Ｄ ７．２％

えさせることで規範意識や帰

属意識・共生意識を育成す ② 生徒理解に係わる講習会・ 悩みや意見がある時は Ａ＋Ｂ＝７７．３％。昨年同期より４．８％上昇。やや改善が見

る。 研修会への参加と、校内研 Ａ 必ず先生に相談している Ａ ２９．７％ られる。欠席の目立つ生徒もいるので、継続して取り組む必要があ

修会の実施により、教員の Ｂ 時々先生に相談することがある Ｂ ４７．６％ る。

資質向上に取り組む。 Ｃ 先生に相談することはまれである Ｃ １６．８％

Ｄ 先生に相談することはない Ｄ ５．７％

学校関係者評価委員会の評価 Ⅰ．２ ② ②「悩みや意見がある時は先生に相談しているか」において、Ｃ・Ｄと評価しても他に相談する相手がいればそれはそれで可とできる。一方で、Ｃ・Ｄ評価- -
をした生徒のうち、相談する相手がいなくて孤立している場合も考えられるので、そのような生徒がいないか見つけ出す工夫が必要である。

Ⅱ．インターンシップなどを利用して、奉仕・ボランティアの気持ちを育てて欲しい。

学校関係者評価委員会の評価結果を踏まえた今後の改善方策 Ⅰ．個人面談等の場面を利用して生徒の悩みなどを聞き取り、相談する相手がおらず孤立している生徒の早期発見に努める。

Ⅱ．インターンシップ事前研修において、奉仕・ボランティアの精神の大切さも指導する。
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重 点 目 標 具 体 的 取 組 実 現 状 況 の 達 成 度 判 断 基 準 集 計 結 果 分析（成果と課題）及び次年度の扱い（改善策等）

（無回答は表示なし）

３ キャリア教育の推進と自己実 ① 全教員が日々の授業におい キャリア教育の観点を意識して日々の授業を Ａ＋Ｂ＝８５．７％。昨年同期より１９．７％上昇。改善が見ら

現能力の育成 て意識的にキャリア教育を Ａ 恒常的に行っている Ａ １６．３％ れる。今年度から実施したインターンシップとも合わせ、全教科で

実践する。 Ｂ 時々行っている Ｂ ６９．４％ キャリア教育の観点をより明確にした授業を実践しなければならな

①キャリア教育を意識した授 Ｃ 行うことはまれである Ｃ １０．２％ い。次年度、Ａ評価の上昇を目指して、継続して取り組む。

業を展開し、人間関係形成能 Ｄ 全く行っていない Ｄ ０．０％

力、情報活用能力、将来設計

、 、能力 意思決定能力を育成し

社会人としての資質を身に付

けさせる。

２月１０日、３年生全員にアンケートを実施キャリア教育の推進と自己実 ① 個人添削等の指導を継続、 出願した第一志望校に

現能力の育成 強化して受験に必要な学力 Ａ 満足している Ａ ４５．５％ ３年生が、これまでの自身の勉強と学校の進路指導を振り返り、

をつけさせることで、生徒 Ｂ だいたい満足している Ｂ ３５．３％ 出願時点で本校の指導と自分自身の取組にほぼ満足している生徒が

②進路学習や講演会、個人面 が希望する第一志望校に出 Ｃ あまり満足していない Ｃ １３．８％ ８０．８％であった。昨年度より約４％下降したのは、センター試

談等により進路意識を啓発し 願させる。 Ｄ 全く満足していない Ｄ ５．４％ 験が難化したため志望校を変更せざるを得ない生徒が出たことも一

て早期に目標を掲げて進路実 因と思われる。これまでの指導の方法・方向も検証し継続して取り

現を目指す態度を育成し、受 組む。

験校（第一志望校）出願時の

満足度 ％以上を目指す。90

キャリア教育の推進と自己実 ① 難関大学二次試験問題解法 難関大学二次試験問題解法研修会は教科指導力を向上させるために、 Ａ＋Ｂ＝１００％。Ａ・Ｂの合計は次第に上昇し、ここ数年は、

現能力の育成 研修会を各教科で実施し、 Ａ 大変有意義であり、指導力向上に役立っている Ａ ４６．９％ ９割以上で推移しているので、通常業務に移して取り組む。

教科指導力を高めるととも Ｂ 有意義であり、ある程度指導力向上に役立っている Ｂ ４９．０％

③教科研究会や難関大学二次 に、個別指導体制を整備し Ｃ あまり意義は感じられず、指導力向上に役立っていない Ｃ ０．０％

試験問題解法研修会等の充実 て添削指導に当たる。 Ｄ まったく無意味である。 Ｄ ０．０％

による教職員のスキルアップ

および個別指導体制等を充実 到達度の高い生徒に対して、難関大学合格のために必要な学力を Ａ＋Ｂ＝８１．６％。Ａ評価の上昇を目指して、継続して取り組

させる｡ Ａ 十分つけることができた Ａ １２．２％ む。

Ｂ ある程度つけることができた Ｂ ６９．４％

Ｃ それほどつけることができたとはいえない Ｃ １０．２％

Ｄ ほとんどつけることはできなかった Ｄ ２．０％

学校関係者評価委員会の評価 取組、分析及び改善策など適切であり特に問題なし。

学校関係者評価委員会の評価結果を踏まえた今後の改善方策 計画通り取り組む。
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重 点 目 標 具 体 的 取 組 実 現 状 況 の 達 成 度 判 断 基 準 集 計 結 果 分析（成果と課題）及び次年度の扱い（改善策等）

（無回答は表示なし）

． 。 、４ 特色ある教育活動とＳＳＨ事 ① 本校理数科教育にふさわし 二期ＳＳＨ事業のねらいの一つである「国際化」に関わる 教材開発や指導法改 Ａ＋Ｂ＝９５ ９％ 国際化に向けた授業やシンガポール研修が

業による人材育成 い学校設定科目や課題研 善が 昨年度より充実したものになってきている。

、 、究、海外研修等の在り方を Ａ 適切に行われている Ａ ６１．２％ 次年度も シンガポールの高校生を受け入れる際に工夫を凝らし

①学校設定科目や課題研究、 研究・工夫する。 Ｂ ある程度適切に行われている Ｂ ３４．７％ 「国際化」に対応したい。継続して取り組む。

海外研修等を通して、事象を Ｃ あまり行われていない Ｃ ４．１％

科学的に探求する論理的な思 Ｄ 全く行われていない Ｄ ０．０％

考力と創造性・独創性や英語

活用能力を育成し、国際的に

活躍できる科学技術系人材の

育成を目指す。

特色ある教育活動とＳＳＨ事 ① 体験入学、出前授業、ＳＳ 近隣の中学校への広報活動の成果が、理数科志願者の増加となって Ａ＋Ｂ＝６７．４％。昨年同期より１８．６％下降。

業による人材育成 Ｈ通信や小中学生体験教室 Ａ 十分に表れている Ａ １８．４％ 平成２０年度入試において理数科志願者が少なかったことを受

等により、ＳＳＨ活動およ Ｂ ある程度表れている Ｂ ４９．０％ け、平成２０年６月下旬から７月上旬にかけて、能登全域の中学生

②小中学生や地域にＳＳＨ事 び成果を近隣の中学校・保 Ｃ 少ししか表れていない Ｃ ３０．６％ とその保護者を対象に説明会を計８地区で実施した。平成２１年度

業を広報し、その成果を普及 護者等へ広報する。 Ｄ ほとんど表れていない Ｄ ２．０％ 入試における理数科志願者数は、２月２４日現在、理数科専願入学

することによって本校理数科 希望者５名、併願同６８名となり、説明会の取組が理数科志願者の

への理解を図る。 増加につながったと考える。今後もあらゆる機会を利用して広報に

努める。

（ 、 、教職員による後期の評価が 平成２０年１２月に実施されたため

その時点では、平成２１年度入試における理数科志願者数は不明で

あり、したがって、前述の説明会の取組が理数科志願者の増加に有

効であったか判断がつかず、Ａ＋Ｂの評価も前年同期に比べて低か

ったものと考える ）。

次年度は、教職員による後期の評価を、平成２２年度入試におけ

る理数科志願者数が確定した後、３月上旬に実施する。

② 授業、教科研究会、学校行 ＳＳＨ事業の研究開発の成果が、全校に Ａ＋Ｂ＝８９．８％。ＳＳＨ事業の取組と成果の広報は、まず校

（ ） 。事および普通科向けのＳＳ Ａ 十分に還元されている Ａ ２６．５％ 内 本校普通科生徒 からという視点を明確にして次年度取り組む

Ｈ事業を展開し、これまで Ｂ ある程度還元されている Ｂ ６３．３％

の成果を全校的なものにす Ｃ 少ししか還元されていない Ｃ ８．２％

る。 Ｄ 還元されていない Ｄ ２．０％

学校関係者評価委員会の評価 Ⅰ．平成２０年度に行った広報活動の成果が、平成２１年２月２４日現在理数科志願者の増加となって現れてきている。今年度の取組を継続して欲しい。

Ⅱ．ＳＳＨ事業の良さを、理数科生徒が出身中学へ出向いて後輩に直接伝えるのも効果があるのではないか。

学校関係者評価委員会の評価結果を踏まえた今後の改善方策 Ⅰ．平成２０年度に行った広報活動の取組を継続する。

Ⅱ．理数科生徒が出身中学へ出向く機会を持てるか、中学の意向も考慮して検討する。


